
更新：令和 4 年 3 月 22 日 

「令和 4 年度 奄美群島周遊観光促進事業公募型プロポーザル募集要項」等に係る質問書の回答について 

 

番号 書類名称 質問事項 回  答 

1 提出書類別紙３ 登記簿謄本は「現在事項全部証明書」で良いでしょうか。 「履歴事項全部証明書」をご提出ください。 

２ 提出書類別紙３ 法人事業税の納税証明書は、法人事業税に関する「税額の証明」か「未納がない

ことの証明」か、どちらでしょうか。また、「税額の証明」が必要である場合、

直近 1 年間で良いでしょうか。 

「未納がないことを証明する書類」をご提出くださ

い。 

また、「証明書」は直近 1 年間で問題ありません。 

３ 提出書類別紙３ 法人税の納税証明書、消費税及び地方消費税の納税証明書については、「法人税

と消費税及地方消費税に未納がないこと」の証明 1 通で良いでしょうか。 

「法人税と消費税及地方消費税に未納がないこと」

の証明 1 通で問題ありません。 

4 仕様書 4（3） 広く告知 するために既存媒体 が有するブランド力 の利用を考えている。「著作

権は 、広域事務組合に帰属するものとする」とある が、受託後提案内容により

協議することは可能か。 

協議することは可能です。 

5 仕様書 10 第三者が権利を有する著作物が含まれる場合、仕様書 にある手続きを受託者が

行うことは理解できたが、その場合の権利は第三者に留保される、という認識で

あっているか。 

お見込みの通りです。 

6 仕様書 別紙 3 経費の見積りについて、提案書両面印刷 10 枚以内に含めずに別様式での提出 で

も問題ないか。 

お見込みの通りです。 

7 募集要項 

参加資格（8） 

応募は単特に限らず共同企業体でも可とするとありますが、再委託も可能という

ことで考えて問題ないでしょうか？ 

原則、受託者が業務を実施することとなりますが、必

要に応じて一部を再委託することは可能です。 

再委託する場合には、事前に広域事務組合と協議す

る確認する必要があります。 

また、事業の主たる部分の再委託は出来ません。 

8 業務内容（1） 周遊キャンペーンにおける、旅行商品代金の割引、電子クーポンの配布のそれぞ

れのインセンティブについて、想定している予算はありますでしょうか？ 

本事業の主たる目的は、旅行商品代金の割引や電子

クーポンを利用した周遊観光の促進と考えているた

め、より効果的な割引額や電子クーポン額の予算配



分をご提案ください。 

9 業務内容（2） 旅行会社の選定についてですが、何社くらいの旅行会社を想定されていますでし

ょうか？ 

奄美群島全体への周遊観光を促進するようご提案く

ださい。 

10 業務内容（3） 「奄美群島国立公園」のブランドイメージ創出についてですが、国立公園のイメ

ージで特に力を入れたいポイントはありますでしょうか？ 

「奄美群島国立公園」の指定された経緯等を踏まえ、

奄美群島の魅力を PR 出来るようご提案ください。 

11 業務内容（1） 電子クーポンの利用可能店舗の数はどれくらいを想定されてますでしょうか？ 

また、利用可能店舗の業態などの絞り込みはありますでしょうか？ 

奄美群島全体への周遊観光を促進するようご提案く

ださい。 

12 仕様書 10 広域事務組合への著作権譲渡は永遠となり、期間の縛りはないということでし

ょうか。 

広域事務組合への著作権譲渡は無期限を想定してい

ますが、事前に協議し、必要に応じて変更すること

は可能です。 

13 ４業務内容(1) 

電子クーポンの配

布 

想定している利用可能店舗数、またその参考として、過去に実施した GOTO

トラベル事業/地域共通クーポンの加盟店数（弊社調査結果は２５７）を教えて

ください。 

奄美群島全体への周遊観光を促進するようご提案く

ださい。 

また、過去に当組合で実施した GOTO トラベル事

業はございませんので、利用可能店舗数の想定も含

めてご提案ください。 

14 5 企画提案を求め

る具体的内容 

割引額も業務予算に含まれるのでしょうか。また、割引することは必須条件で

しょうか。 

割引額も業務予算に含まれます。 

また、旅行商品の割引と電子クーポンの配布は必須

となります。 

15 参加申込書 共同体で出る場合は代表１社のみの提出という認識でよろしかったでしょう

か。 

参加申込書は代表１社のみの提出で問題ありませ

ん。 

16 提出書類 納税証明書は本社と支社のどちらを提出すればよろしいでしょうか。 参加申込者の納税状況が分かる証明書をご提出くだ

さい。 

例えば、支社名でご提案される場合は、支社の納税

状況が分かる証明書をご提出ください。 

 


